
 

都市再生基本方針の一部変更について 

 

平成24年８月10日 

閣 議 決 定 案 

 

 都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）第14条第６項において準用する同条

第１項の規定に基づき、都市再生基本方針（平成14年７月19日閣議決定）の一部を

次のとおり変更する。 

 

 第一の１（都市再生の意義）中「教訓を」の次に「いかし」を加え、「にいかし

ていく」を「の実現と併せて都市の防災に関する機能を確保する」に改める。 

 

 第一の２（国全体の成長を牽引する大都市）中「24 時間化」の次に「、主要港湾

の機能強化」を、「大都市と海外の都市との」の次に「ヒト・モノの」を、「その

他の都市と海外の都市との」の次に「ヒト・モノの」を加える。 

 

 第二の２（災害に強いまちづくりの推進）中「機能充実等を進めることが重要で

ある。」の次に次のように加える。 

  また、都市開発事業等を通じた都市再生の推進により、耐震性能や耐火性能の

向上など災害に強いまちづくりが進められてきた一方、東日本大震災の発生時に

おいて首都圏のターミナル駅周辺等に大量の帰宅困難者が発生したことなどに

より、大規模災害が発生した場合に都市機能が集積した地域で滞在者等の安全を

確保する必要性に対する意識が高まっていることを踏まえ、都市再生の推進に際

し、併せて滞在者等の安全の確保に係る都市の防災に関する機能の充実を図って

いくことが重要である。 

 

 第二の３（国際競争力の強化のための環境整備）中「図る。」の次に次のように

加える。 

・ 大都市における主要な港湾のうち、我が国の産業の競争力を支える観点から

特に京浜港及び阪神港は、欧米向けの基幹航路の維持等を図ることが必要で

ある。このため、「選択と集中」の考え方の下、国と地方公共団体の政策の

整合の確保を図りつつ、これらの港湾への政策資源の集中を進めるとともに、

効率性を阻害し必要性の低い港湾利用に関連した規制・制度改革等を推進し、

コストの低減やサービスの向上等を通じて、これらの港湾に国内外の貨物が

集約される環境を整備していくことが重要である。この際、港湾の競争力は、

港湾自体の機能や経営効率化等だけでなく、当該港湾に関連する内航、鉄道、

道路、産業等様々な外部要因が大きく影響を与えることを踏まえ、港湾の国

際競争力の強化に向けた取組は、関係府省の連携の下、総合的な施策の推進

を図ることが重要である。 



 

 

 第二の３（災害に強いまちづくりの推進）中「街区に」を「地域に」に、「街区

全体」を「地域全体」に改め、「見据えた」の次に「、避難者・帰宅困難者対策を

含む」を加え、「また、東日本大震災において大量の帰宅困難者を発生させたこと

を踏まえ、その経験をいかし、より混乱を最小限に抑制させるための対策を講じる

ことが重要である。」を削る。 

 

 第三の２中「、指定を行う。」の次に「また、都市再生と併せて滞在者等の安全

を確保するための対策を講じる必要性が高い地域について、必要に応じて、都市再

生緊急整備地域の指定を行う。」を、「も踏まえ、」の次に「都市開発事業、防災

対策等に係る」を加える。 

 

 第三の３中「必要に応じ、」の次に「国、地方公共団体等に加えて、地域の関係

者により構成される」を加える。 

 

 第三の４中「都市再生緊急整備地域の整備に当たって、」の前に見出しとして「（都

市再生の推進に当たっての配慮等）」を付し、「図るよう配慮する。」の次に「そ

の際、国、地方公共団体等に加え、都市開発事業を施行する民間事業者や公共公益

施設の整備等を行う者等により構成される都市再生緊急整備協議会を必要に応じ

て組織し、都市の国際競争力の強化に資する都市開発事業や公共公益施設の整備等

を盛り込んだ整備計画を作成し、計画に基づく事業の着実な実施を推進する。」を

加える。 

 

 第三の４の次に次のように加える。 

（都市再生安全確保計画の作成及びその実施に当たっての配慮等） 

  都市再生緊急整備地域の整備を進めるに当たっては、必要に応じ、都市再生安

全確保計画（以下この節において「計画」という。）の作成及び計画に基づく事

業等の実施を推進するとともに、計画に基づく事業等の実施やその効果の検証を

進める中で、滞在者等の安全が最大限に確保される計画に向けた不断の見直しや

運用の改善等に努める。こうした取組を進めるに当たり、以下の点に留意するこ

ととする。 

 ・ 特定都市再生緊急整備地域など、人口・機能等が特に集中し、都市の国際競

争力の強化を図るべきターミナル駅周辺の地域においては、計画の作成及び

当該計画に基づく事業等の実施を重点的に推進すること 

 ・ 都市再生緊急整備地域全域にわたる計画の作成が困難な場合でも、人口・機

能等が集中し、大規模災害が発生した場合に大きな混乱が発生するリスクが

高いエリア、関係者の防災意識が高く計画の作成及び当該計画の実施にコン

センサスが得られやすいエリア等計画作成が迅速に行われることが見込ま

れるエリアから順次、計画を作成すること 



 

 ・ 計画には、退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の都市再生安全確保施設の整備

等や建築物の耐震改修等のハード対策及び情報共有・提供、地域における防

災に関する訓練の実施、医療サービスの確保等のソフト対策等幅広い対策が

盛り込まれることが想定されるが、当初の計画に想定される全ての対策を盛

り込むことが困難な場合には、地域の実情に応じて、対応可能な対策から順

次、計画に盛り込むこと 

 ・ 実効性のある計画の作成及び当該計画に基づく事業等の着実な実施を推進す

るため、都市再生緊急整備協議会を組織するに当たっては、国、関係地方公

共団体（消防部局を含む。）等に加えて、都道府県公安委員会を始め、既存

の建築物の所有者やテナント、鉄道事業者、情報通信事業者、医療機関等の

滞在者等の安全の確保に必要な関係者を構成員とすること 

 ・ 人口・機能の集積状況等の基礎データの収集・分析等を通じて、地域が抱え

る災害に対するリスクや地域資源を多角的に評価するとともに、対策の優先

順位や費用対効果等を勘案しつつ、地域の実情に応じた目標の設定と効果的

な対策を講じること 

 ・ 地域の総力を挙げた取組の一層の促進を図るため、計画の作成及び当該計画

に基づく事業等の実施に当たっては、民間の資金やノウハウ等を積極的に活

用すること 

 ・ 関係者間の意識共有を図るとともに役割分担等を明確化するため、計画の意

義・目標及び実施体制、計画に盛り込まれる対策やその実施主体・実施期間

をできる限り具体的なものとすること 

 ・ 高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊婦等、災害時要援護者に配慮した計

画内容とするとともに、計画に基づく地域における防災に関する訓練の実施

に当たっては、災害時要援護者の支援に関連する団体等にも参加を促すこと 

 ・ 大規模災害が発生した場合に計画が円滑に実施されるよう、ハード面の対策

のみに頼ることなく、平常時での地域における防災に関する訓練の実施やま

ちづくり活動等を通じて、地域の関係者が継続的に計画の実施に取り組む体

制を構築すること 

 ・ 地域における防災に関する訓練から得られる成果や地域の状況の変化等に応

じて、計画内容に関する検証を進め、その検証結果を計画の充実にいかして

いくこと 

 ・ 円滑な計画の作成・実施を推進するため、国が作成する計画作成のための手

引き等を活用するとともに、関係者への普及・周知を図ること 
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